
 

 

 

土石流構造物対策を要する渓流の抽出のための 

リスクマッピング手法の開発 
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ブラジル連邦共和国では、2011年1月豪雨時に発生した多数の土石流災害を契機として、土石

流対策の能力向上に関する検討を進めている。この技術協力プロジェクトの中で、リソースが

限られる海外の市政府技術者でも、土石流対策箇所の整備優先度を評価するための簡易リスク

マッピング手法を提案した。提案した手法は、日本の土砂災害防止法の考え方を基本とし、無

償の公開データから、QGISの水文解析を活用した設定を行うこととし、本プロジェクトのパイ

ロット市を対象として検証した結果、土石流対策の整備優先度が高い渓流を抽出できることを

確認した。 
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１．はじめに 

ブラジル連邦共和国では、2011年1月の豪雨に

よってリオデジャネイロ州を中心として多数のフ

ラッシュフラッドや土石流が発生し、行方不明者約

400名、死者900名を超え、約2万人が家を失うとい

うブラジル史上最大の被害をもたらした。連邦政府

はこの災害を契機として多年度計画プログラム「災

害リスク管理・対応プログラム」を策定し、土石流

対策の能力向上に関する検討を進めている。 

本報告では、JICAプロジェクト「強靭な街作りの

ための土砂災害構造物対策能力向上プロジェクト」

（以下、本プロジェクト）として、土石流対策に関

する技術協力のうち、砂防堰堤整備箇所を選定する

ことを目的とした簡易リスクマッピング手法につい

て報告する。 

 

２．背景 

ブラジル側へのヒアリングの結果、市政府は土石

流構造物対策の整備優先度が高い渓流を市域全体か

ら客観的な手法で抽出できる手法を求めている一方、

予算や人的リソースの成約があり、高価なソフト

ウェアや高度なデータを用いた解析手法の導入には

困難を感じていることが明らかとなった。そこで日

本の土石流特性とブラジル国の土石流特性が類似し

ていることを確認した上で、市政府が入手可能な無

償のGISソフトウェア、数値標高データ及び統計

データを用いて、日本の土砂災害防止法に基づく基

礎調査の設定手法をベースとした土石流構造物対策

の整備優先度が高い渓流の抽出に目的を特化した簡

易リスクマッピング手法及び整備優先度評価手法を

提案した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 2011年豪雨によるテレゾポリス市土石流災害 
（出典：統合地域開発省提供） 

 



 

 

３．ブラジル国の土砂災害特性 

(1) これまでに発生した土砂災害 

ブラジルでの最も古い土砂災害記録は、1928年に

サンパウロ州サントス市で発生したものであるが、

80人の犠牲者があったという情報の他は、詳細な記

録は残っていない1)。近年発生した代表的な土石流

災害は、2011年1月にリオデジャネイロ州の山岳地

域にあたるノバフリブルゴ市、ペトロポリス市及び

テレゾポリス市で発生した災害である。中でもテレ

ゾポリス市では、雨期に入ってから100mm/日を超

える降雨が複数回記録されており、2011年1月災害

時にプリンシペ川等で大規模土石流が発生し、572

人の死者行方不明者が出た（図-1）。 

 

(2) 土砂災害発生地域の特性 

ブラジル国の自然災害に関する統計データである

ブラジル災害デジタルアトラスの1991年から2021年

までの土砂災害の発生件数を分析した結果、ブラジ

ル南東部地域のサンパウロ州、ミナスジェライス州、

リオデジャネイロ州が際立って多く、次いで南部地

域のサンタカタリーナ州、南東部地域のエスピリト

サント州で多い（図-2）。これらの州はいずれもブ

ラジル国の南東部から南部にかけてのSerra do Mar

と呼ばれる山岳地域に位置する州であり、土石流災

害リスクが高い。 

 

図-2 土石流災害の発生リスクが高い地域 

 

(3) 土石流災害の特性 

2011年1月災害の土石流発生箇所の調査結果デー

タを分析した結果、以下の土石流発生特性が得られ

た（図-3）。 

【流域面積】土石流災害は流域面積0.01km2～5km2

の渓流で発生している。 

【渓床勾配】土石流災害は流域内の最急渓床勾配が

10°以上の渓流で発生している。 

【氾濫状況】土石流の氾濫開始点の渓床勾配は2˚～

15°の区間で氾濫しており、特に5˚≦

θ<10˚の区間が多い。また、土石流の

到達末端の渓床勾配は1˚～4°の区間で

あり、特に2˚≦θ<4˚の区間が多い。 

上記の結果から、ブラジル国の土石流災害の特性

は、日本の土石流の一般的な傾向と類似した傾向を

示すことが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 ブラジルの土石流災害特性（2011年1月災害） 

（ブラジル地質調査所（CPRM）調査結果より作成） 
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４．簡易リスクマッピング手法 

(1) 使用するデータ 

州政府及び市政府では、土砂災害対策に投入でき

る予算は極めて限定的であり、高度な技術を持つ技

術者も少ないことが明らかとなっている。そこで、

砂防施設の整備優先度が高い箇所を抽出するための

簡易リスクマッピングでは、オープンソースのGIS

ソフトウェアであるQuantum GIS（QGIS）を使用し、

解析に用いる地形データは、JAXAが無償で公開し

ているALOS全球数値地表モデル  (DSM) "ALOS 

World 3D-30m (AW3D30)"を活用することとした。 

 

(2) マッピング手法 

AW3D30を入力データとし、GISの水文解析ツー

ルを使って、河川ネットワーク及び谷次数の解析を

行い、対象エリアの水系網を作成する。なお水文解

析にあたって、2011年災害で土石流発生が確認され

た渓流が抽出可能か確認した結果、集水面積が

0.065km2程度以上であれば、1次谷以上の河川を有

する渓流として抽出できたことから、集水面積が

0.065km2以上の渓流を土石流構造物対策整備優先度

の検討対象とした。 

抽出された水系網から、砂防基本計画策定指針2)

及び土砂災害防止法基礎調査の考え方に準拠し、土

石流流送区間と堆積区間の境界である渓床勾配10°

もしくは谷出口から、堆積区間の末端である渓床勾

配2°までの区間をGIS上で設定する（図-4）。ここ

で、2011年災害では流下幅100m未満の土石流が多

かったことから、当該区間の両岸50mをリスクエリ

アとして設定するものとした。 

 

図-4 水文解析による評価対象区間の設定3) 

 

(3) 優先度評価手法 

ブラジル国の国勢調査データを用いて、設定され

たリスクエリア内に含まれる保全対象を抽出するこ

とで、土石流の被災リスクを有する保全対象数量を

算定する。 

優先度評価は、簡易リスクマッピングにより設定

されたリスクエリア内に含まれる保全対象の種別毎

に偏差値を求め、保全対象毎の偏差値の合計値を比

較し、整備優先度評価を行うものとした。本プロ

ジェクトのパイロットサイトでは、建物数（人家戸

数）、学校、病院、災害履歴を指標とした。なお、

偏差値は以下の式から求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、Ti：偏差値、xi：データの各値、μx：平均値、

σx：標準偏差である。 

 

ここで上記手法を用いて、パイロット市の一つで

あるノバフリブルゴ市（リオデジャネイロ州）を対

象として、対策優先度が高い渓流を抽出した結果、

2011年災害で土石流災害が発生した渓流が上位に抽

出されることを確認した（図-5,表-1）。 

 

 
図-5 リスクエリア設定事例（ノバフリブルゴ市） 

 

表-1 簡易リスクマッピングによる対策優先度が高い

渓流の選出結果（ノバフリブルゴ市） 

NOME_2 Posição Soma Posição Soma

1 No.73 Anchieta 9 31 9 130 3 2 282.15 2011(無被害小規模) 109㎜ 未実施

2 No.40 2 255 2 1071 0 4 266.68 ×

3 No.55 America 6 129 6 542 1 2 235.34 2011(無) 109㎜

4 No.68 10 29 10 122 2 1 229.17 2011(無、被害小規模) 109㎜

5 No.52 3 246 3 1033 0 2 223.89 ×

6 No.2 1 308 1 1294 0 1 214.19 ×

2011(20人) 109㎜

2002（不明） 122㎜

8 No.108 8 87 8 365 1 1 207.35 ×

370 1 1 207.52 病院囲い塀

Total dos
valores de

desvio

災害発生年

及び死者数

発生降雨

(日雨量㎜)
対策工

7 No.104
Sao

Lucas
7 88 7

順

位
No

Edifícios População
Hospitais

Escolas de
todos os

tipos

 
 

５．ブラジル国内での水平展開 

提案した簡易リスクマッピング手法及び整備優先

度評価手法を基本として、統合地域開発省職員及び

市政府職員が、実際に土石流構造物対策の整備優先

度が高い渓流の抽出及び保全対象数に応じた整備優

先度評価を行う手順を確認した。その上で、その手

法を水平展開するためのマニュアルを統合地域開発

省職員及び市政府職員が中心となって作成した。手

順の標準化及びマニュアル作成にあたっては、日本

側専門家、統合地域開発省職員、パイロット市政府

職員からなるワーキンググループを立ち上げ、週1

回WEB会議を開催し、各自が実際に設定作業を行っ

た結果を踏まえて質疑応答や改善点について協議を

行った。その際に、ブラジル側の実態に応じて実現

可能な手順やマニュアル記載内容を検討した。マ

ニュアルの作成言語はポルトガル語であったが、同



 

 

時に日本語訳も作成し、記載内容について日本側・

ブラジル側双方が確認できるようにした。 

作成したマニュアルを統合地域開発省HPに公開

する（図-6）とともに、ブラジル国内の大学教授や

連邦政府関係機関及び州・市政府向けの技術セミ

ナーにおいて簡易リスクマッピング手法の紹介、

WGメンバーを通じた他市への簡易リスクマッピン

グ手法の技術移転等を行い、土石流構造物対策の整

備優先度評価手法について水平展開を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 統合地域開発省簡易リスクマップマニュアル4) 

 

６．まとめ 

(1) 今後の展開 

統合地域開発省及び市政府へのヒアリング結果か

ら、現地政府が土砂災害対策事業を展開するにあ

たって、整備対象箇所の選定理由について技術的根

拠をもって説明することに苦慮している意見が得ら

れた。こういった状況は、ブラジル国に限らず、土

砂災害対策を展開する国であれば、どの国において

も課題となる部分である。 

今回提案した手法は、日本の土砂災害防止法の考

え方を基本とし、QGISと無償のデータ（AW3D等）

や手持ちのデータを活用することで、リソースが限

られる海外の市政府技術者でも、技術的に整備対象

箇所を選定することが可能な手法となっており、砂

防事業の技術移転のメニューの一つとして有効な

ツールになると考える。さらに近年の気候変動に伴

い、これまで土砂災害が少なかった地域においても、

豪雨による土砂流出災害が課題として顕在化する状

況にあり、土石流対策の整備優先度評価のニーズは

今後さらに高まってくるものと考えられる。 

なお2022年2月に発生したペトロポリス市（リオ

デジャネイロ州）の土砂災害の実績を検証材料とし

て、急傾斜地の崩壊についても土砂災害防止法基礎

調査の考え方に準拠した簡易リスクマッピング手法

を立案し、GISを活用してリスクエリアの評価が可

能となるようマニュアル化を実施しており、今後土

石流と急傾斜地の崩壊の2つの土砂移動現象につい

て簡易リスクマッピングの水平展開が可能となって

いる。 

また、GISの水文解析による谷次数区分図作成は、

計画対象土砂量の算定にも活用可能であり、リスク

エリアの設定だけではなく、砂防計画の基礎資料作

成にも応用できることから、本プロジェクトにおい

ても活用している状況（図-7）である。 

 

図-7 水文解析による谷次数区分図作成事例 

 

(2) 展開にあたっての課題 

①簡易リスクマッピング手法の展開にあたっては、

相手国の過去の土石流災害実績から、日本の手法

の適用性やリスクエリアの範囲の妥当性の検証が

必要であり、対象国の地形、地質、降雨特性、規

格、土石流災害実態等に関する類似点や相違点を

理解した上で展開を行うことが重要である。 

②砂防は経験工学であることから、簡易リスクマッ

ピング手法の展開と同時に、土石流に関する日本

の豊富な事例やデータを活用し、土石流という現

象に関する流下特性や氾濫特性に関する知識を合

わせて提供していくことが重要である。 

③保全対象数量を集計して整備優先度を評価するこ

とから、保全対象のGISデータは必要となる。こ

ういったデータが整備されていない発展途上国に

おいては、保全対象の基礎データ作成もあわせて

求められる点に留意が必要となる。 

④解析に用いる基図にJAXA AW3D30mを用いたが、

地形データは国、州等のレベルで整備されており、

現地のデータ整備状況を踏まえた適用も留意事項

となる。例えば、ブラジル国ではCBERS（China-

Brasil Earth Resources Satellite）も候補となった。 
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